
平 成 1 6 年 8 月 3 0 日
国 土 交 通 省 鉄 道 局

平成１７年度予算に向けた鉄道関係公共事業の

事業評価結果及び概要について

公 共 事 業 の 効 率 性 及 び そ の 実 施 過 程 の 透 明 性 の 一 層 の 向 上

、 、 、を 図 る た め 新 規 採 択 時 評 価 再 評 価 等 を 実 施 し て い ま す が

平 成 １ ７ 年 度 予 算 に お い て 、 新 た に 事 業 費 を 予 算 化 す る ４ 事

業 に つ き ま し て 、 そ の 評 価 結 果 及 び 採 択 箇 所 等 を 公 表 し ま す

の で お 知 ら せ し ま す 。

【 問 い 合 わ せ 先 】
国 土 交 通 省 鉄 道 局

施 設 課 課 長 補 佐 北原（内線 4 0 8 2 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 5 3

鉄 道 企 画 室 課 長 補 佐 吉永（内線 4 0 1 7 2 ）
直通0 3 - 5 2 5 3 - 8 5 2 6



【都市・幹線鉄道整備事業（乗継円滑化事業）】

総便益
（億円）

0.20 0.93 0.19 4.9
本省鉄道局
施設課

（課長 福代　倫男)

【都市・幹線鉄道整備事業（鉄道駅総合改善事業）】

総便益
（億円）

13 68 12 5.8

10 12 9.2 1.3

11 24 11 2.3

（※）西永福駅、武蔵藤沢駅の総事業費には鉄道駅総合改善事業補助対象費だけでなく、関連事業として自由通路整備費等を含めている。

本省鉄道局
施設課

（課長 福代　倫男)

平成15年度の武蔵藤沢駅の乗降人
員：
21,561人/日

・バリアフリー施設整備
・歩行者の安全性向上
・自動車交通利便性向上

担当課
（担当課長名）

事 業 名 総事業費
（億円）

便益（Ｂ）

事業主体 便益の主な根拠

平成18年度の岩瀬浜駅の乗降人
員：
446人／日

・バリアフリー施設整備

事 業 名 総事業費
（億円）

便益（Ｂ）

事業主体 便益の主な根拠

費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価

平成15年度の三日市町駅の乗降人
員：
21,125人/日

・バリアフリー施設整備
・歩行者の安全性向上
・自動車交通利便性向上

平成15年度の西永福駅の乗降人
員：
18,975人/日

・バリアフリー施設整備
・歩行者の安全性向上
・自動車交通利便性向上

新規事業採択時評価結果一覧表

鉄道駅総合改善事業（三日市町駅）
第三セクター

鉄道駅総合改善事業（西永福駅）
第三セクター

鉄道駅総合改善事業（武蔵藤沢駅）
第三セクター

幹線鉄道等活性化事業
（岩瀬浜駅乗継円滑化事業）
富山ライトレール㈱

担当課
（担当課長名）

費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価



【都市・幹線鉄道整備事業】

費 用 便 益 分 析 の 概 要

＜費 用＞ ＜便 益＞

建設投資額 維持改良費・ 総所要時 総費用の 当該事業者 補完・競合 ＮＯ ＣＯ のＸ、 ２

再投資費等 間の変化 変化 収益の変化 鉄道路線収 発生量の変化
建設費・用 益の変化 等
地関係費等

【ｗｉｔｈ（整備あり）ケース】 － 【ｗｉｔｈｏｕｔ（整備なし）ケース】

時間短縮 費用節減 当該事業者 競合・補完 局地的環境 地球的環境
便益 便益 収益 事業者収益 改善便益 改善便益

利用者便益 供給者便益 環境等改善便益

総 費 用 総 便 益

現 在 価 値 化

費 用 便 益 比 （Ｂ／Ｃ）※貨物鉄道事業を除く。

（純現在価値 （経済的内部収益率））



岩瀬浜駅における乗継円滑化事業の評価手法について 

 
 岩瀬駅の乗継円滑化事業については、「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル９９補足版」を参考に、以下のよ

うな評価を行っているところである。 
 
 

  
 
 
 

【費用便益分析】 

n 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

n 純現在価値（Ｂ－Ｃ） 

n 経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） 

算出 

費用対効果分析 
 

n ホームの改良 
n 屋根の設置 

整備内容 

■ バスと鉄道との乗継利便性向上 
■ 歩行者の駅ホームへの移動時間短縮 

【定性的評価】 

n バリアフリー施設整備 
 

岩瀬浜駅 乗継円滑化事業の評価の流れ 

【評価指標】 



新規事業採択時評価の結果

【乗継円滑化事業】

事業名 岩瀬浜駅乗継円滑化事業

富山県富山市 富山ライトレール㈱所在地 事業主体

広場の整備と併せて、鉄道ホームを改良することなどにより、鉄道事業概要

とバスとの乗継ぎ負担の軽減を図る。

平成17年度 ０．２億円事業期間 総事業費

ＪＲ富山港線沿線では、自動車交通からの転換による環境負荷の軽目的・必要性

減や少子高齢化社会に対応するため、周辺のまちづくりに併せＬＲＴ

を導入する予定である。

高い速達性や定時制といったＬＲＴの持つ特性を広範囲に発揮させ

るため、終端駅である岩瀬浜駅では駅と周辺を結ぶフィーダーバスを

導入するとともに、鉄道とバスの乗継ぎ利便性を向上させることとし

ている。このため、広場整備と一体的な駅の改良を行う必要がある。

平成１８年(ＬＲＴ導入時)の岩瀬浜駅乗降人員 446人/日評価の基となる

需要予測

建設費貨幣換算した主要な費用

費 費 移動時間短縮便益貨幣換算した主要な便益

用 平成17年度用 費用の生じる時期

便 平成18年度対 効果の生じる時期

益 ４％ 平成16年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

分 0.2億円(0.2億円) 0.9億円(1.2億円)果 総費用 総便益

分 析 4.9(6.0) 0.7億円(1.0億円) 27.8％（27.8%）Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 バスと鉄道との乗継ぎ利便性の向上定量的・定性的に

考慮した効果・費用 歩行者の駅ホームへの移動時間の短縮

バリアフリー施設整備

富山港線の路面電車化や岩瀬浜駅前広場整備について地元等との調整状況

地元自治体等で調整中地域開発戦略との整合性 等

鉄道とバスとの乗継ぎ利便性の向上事業実施によるメリット・デメ

広場から駅ホームへの移動時間の短縮リット

駅内外のバリアフリー化

平成17年度事業着手完成予定日程・手続

地元自治体から強い要望がある。関係者の意見等

備考

※：（ ）は、５０年で計算



西永福駅における鉄道駅総合改善事業の評価手法について 

 
 西永福駅の鉄道駅総合改善事業については、「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル９９補足版」を参考に、以

下のような評価を行っている。 
 
 

  
 
 
 

【費用便益分析】 

n 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

n 純現在価値（Ｂ－Ｃ） 

n 経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） 

算出 

費用対効果分析 
 

n 駅舎の橋上化 
n エレベーター・エスカ

レーターの設置 

（都市事業にて一体的に

自由通路、広場を整備） 
 

整備内容 

■ 駅北側の利用者に対する移動時間

短縮・移動抵抗低減 
■ 踏切を通行する歩行者に対する移
動時間短縮 

 
【定性的評価】 

n バリアフリー施設整備 
n 歩行者の安全性向上     
n 自動車交通利便性向上 

西永福駅 鉄道駅総合改善事業の評価の流れ 

【評価指標】 



武蔵藤沢駅における鉄道駅総合改善事業の評価手法について 

 
 武蔵藤沢駅の鉄道駅総合改善事業については、「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル９９補足版」を参考に、

以下のような評価を行っている。 
 
 

  
 
 
 

【費用便益分析】 

n 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

n 純現在価値（Ｂ－Ｃ） 

n 経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） 

算出 

費用対効果分析 
 

n 駅舎の橋上化 
（都市事業にて一体的に

自由通路、歩道を整備） 

整備内容 

■ 駅東側の利用者の移動時間短縮・移

動抵抗低減 等 
■ 踏切を通行する鉄道利用者の移動
時間短縮 

 
【定性的評価】 

n バリアフリー施設整備     
n 歩行者の安全性向上 
n 自動車交通利便性向上 

武蔵藤沢駅 鉄道駅総合改善事業の評価の流れ 

【評価指標】 



三日市町駅における鉄道駅総合改善事業の評価手法について 

 
 三日市町駅の鉄道駅総合改善事業については、「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル９９補足版」を参考に、

以下のような評価を行っている。 
 
 

  
 
 
 

【費用便益分析】 

n 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

n 純現在価値（Ｂ－Ｃ） 

n 経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） 

算出 

費用対効果分析 
 

n 駅舎の改良 

n エレベーター・エスカ

レーターの設置 

 

整備内容 

■ 鉄道利用者の移動時間短縮・移動抵

抗低減 
 

【定性的評価】 

n バリアフリー施設整備 
n 歩行者の安全性向上 
n 自動車交通利便性確保 
 
 

三日市町駅 鉄道駅総合改善事業の評価

【評価指標】 



新規事業採択時評価の結果

【鉄道駅総合改善事業】

事業名 西永福駅総合改善事業

東京都杉並区 第三セクター所在地 事業主体

駅の南北を結ぶ自由通路や広場の整備と一体的に駅舎の橋上化を実事業概要

施することにより円滑な歩行者動線の確保やバリアフリー化等鉄道利

用者や地域住民の利便性の向上を図る。

平成17～19年度 １３億円事業期間 総事業費

駅に隣接する踏切はピーク時遮断時間が４０分を超えており、周辺目的・必要性

の住民は大変な不便を被っている。また、駅の改札口が南側しかない

ことから、駅北側の住民は電車を利用する際に迂回を余儀なくされて

いる。さらに、広場もなく、鉄道利用者及び地域住民からバリフリ化

を含めた早急な改善が求められている。

平成１５年度の西永福駅の乗降人員 18,975人/日評価の基となる

需要予測

建設費貨幣換算した主要な費用

費 費 移動時間短縮・移動抵抗低減便益貨幣換算した主要な便益

用 平成17年度用 費用の生じる時期

便 平成20年度対 効果の生じる時期

益 ４％ 平成16年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

分 12億円(12億円) 68億円(84億円)果 総費用 総便益

分 析 5.8(7.1) 56億円(72億円) 28.8％(28.8%)Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 駅北側の鉄道利用者の移動時間短縮・移動抵抗低減定量的・定性的に

考慮した効果・費用 踏切を通行する歩行者の移動時間短縮

バリアフリー施設整備

歩行者の安全性の向上、自動車交通利便性向上

自由通路の設置は地元から強い要望がある。地元等との調整状況

駅の改善計画及び周辺のまちづくりについて、地元区地域開発戦略との整合性 等

と鉄道事業者にて調整中

歩行者の利便性の向上、駅内外のバリアフリー化、鉄事業実施によるメリット・デメ

道とバスとの乗継利便性の向上、周辺交通の混雑緩和リット

平成17年度事業着手、平成19年度完成予定日程・手続

地元自治体から強い要望がある。関係者の意見等

総事業費は鉄道駅総合改善事業の補助対象額に加え、備考

自由通路や広場整備費も含めたものとしている。

※：（ ）は、５０年で計算



新規事業採択時評価の結果

【鉄道駅総合改善事業】

事業名 武蔵藤沢駅総合改善事業

埼玉県入間市 第三セクター所在地 事業主体

広場整備に併せて、駅の東西を結ぶ自由通路の設置等と橋上駅舎化事業概要

を一体的に実施することにより、円滑な歩行者動線の確保や鉄道で分

断された市街地の一体化等鉄道利用者と地域住民の利便性の向上を図

る。

平成17～19年度 １０億円事業期間 総事業費

駅周辺５００ｍは鉄道により市街地が分断されている。改札口が駅目的・必要性

西側にしかないことから、駅東側の鉄道利用者は駅を利用する際に迂

回を余儀なくされている。また、駅南東の住民が駅へのアクセスのた

めに利用する踏切は幅５．５ｍで歩行者用通路が確保されておらず、

駅北東の住民が使用する跨線橋もバリアフリー対応となっていない。

駅西側では市による土地区画整理事業により、駅前広場が整備中で

あるが、駅東側は道路が狭隘であり、都市基盤も一部未整備な状況に

ある。

平成15年度の武蔵藤沢駅乗降人員 21,561人/日評価の基となる

需要予測

建設費貨幣換算した主要な費用

費 費 移動時間短縮・移動抵抗低減便益貨幣換算した主要な便益

用 平成17年度用 費用の生じる時期

便 平成20年度対 効果の生じる時期

益 ４％ 平成16年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

分 9.2億円(9.2億円) 12億円(15億円)果 総費用 総便益

分 析 1.3(1.7) 3.2億円(6.0億円) 6.3％(7.2%)Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 移動時間短縮・移動抵抗低減定量的・定性的に

考慮した効果・費用 踏切を通行する鉄道利用者の移動時間短縮

バリアフリー施設整備、歩行者の安全性の向上

自動車交通利便性向上

自由通路の設置は地元から強い要望がある。地元等との調整状況

駅の改善計画及び周辺のまちづくりについて、地元自地域開発戦略との整合性 等

治体と鉄道事業者にて調整中

歩行者の利便性の向上、駅内外のバリアフリー化、鉄事業実施によるメリット・デメ

道とバスとの乗継利便性の向上リット

平成17年度事業着手、平成19年度完成予定日程・手続

地元自治体から強い要望がある。関係者の意見等

総事業費は鉄道駅総合改善事業の補助対象額に加え、備考

自由通路や歩道整備費も含めたものとしている。

※：（ ）は、５０年で計算



新規事業採択時評価の結果

【鉄道駅総合改善事業】

事業名 三日市町駅総合改善事業

大阪府河内長野市 第三セクター所在地 事業主体

駅周辺の都市計画道路や広場、自由通路の整備等と併せて、駅舎の事業概要

改良やエスカレーター、エレベーターの設置等を行うことにより、鉄

道利用者及び地域住民の利便性の向上を図る。

平成17～18年度 １１億円事業期間 総事業費

三日市町駅前は木造密集市街地で道路は狭隘なため、公共交通機関目的・必要性

の乗り入れは困難な状況にある。また、駅の東西を結ぶ踏切は幅員

３．８ｍしかなく歩行者の安全性が確保されていない。

都市側では密集市街地の安全性の確保等を目的として、市街地再開

発事業により駅前広場や再開発ビル等の整備を実施している。これら

の事業効果を発現するとともに、鉄道利用者等の安全性・利便性の向

上を図るためには、自由通路と併せた鉄道駅の改良が必要となってい

る。

平成15年度の三日市町駅乗降人員 21,125人/日評価の基となる

需要予測

建設費貨幣換算した主要な費用

費 費 時間短縮・移動抵抗低減便益貨幣換算した主要な便益

用 平成17年度用 費用の生じる時期

便 平成19年度対 効果の生じる時期

益 ４％ 平成16年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

分 11億円(11億円) 24億円(29億円)果 総費用 総便益

分 析 2.3(2.8) 14億円(19億円) 12.2％(12.6%)Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 鉄道利用者の移動時間短縮･移動抵抗低減定量的・定性的に

考慮した効果・費用 バリアフリー施設整備、歩行者の安全性の向上

自動車交通利便性向上

駅西側の市街地再開発事業は都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ第３次地元等との調整状況

決定「密集市街地の緊急整備」(H13.12.4)の位置づけ地域開発戦略との整合性 等

駅の改善計画について、地元自治体と鉄道事業者にて

調整中

歩行者の利便性の向上、駅内外のバリアフリー化、鉄事業実施によるメリット・デメ

道とバスとの乗継利便性の向上リット

平成17年度事業着手、平成18年度完成予定日程・手続

地元自治体から強い要望がある。関係者の意見等

備考

※：（ ）は、５０年で計算


